糸島市商工会プレミアム付【電子商品券】発行管理運営業務仕様書

１ 業務名 糸島市商工会プレミアム付【電子商品券】発行管理運営業務 

２ 委託期間 契約締結日から令和8年1月23日（金）まで 

３ 業務目的 地域内消費を喚起し、市内商工業の振興及びキャッシュレス決済の普及を目的として、プレミアム付【電子商品券】を販売する。
４ 商品券の概要
(1)商品券の内容
	名称
	糸島市商工会プレミアム付【電子商品券】

	発行総額
	260,000千円（プレミアム分60,000千円）

	プレミアム率
	30％

	発行セット数
	20,000セット

	券の種類
	全店共通商品券：すべての加盟登録店舗が対象
中小加盟店舗専用商品券：500㎡以下の店舗等が対象

	１セットあたりの構成
	販売価格：10,000円
額面総額：13,000円（共通券5,000円・専用券8,000円）※プレミアム分3,000円含む

	販売期間
	[bookmark: _Hlk194487230]予約申込期間　令和7年7月1日（火）午前10時～
令和7年7月25日（金）午後5時
抽選　　　　　令和7年7月30日（水）
[bookmark: _Hlk194487269]販売期間　　　【1次販売】令和7年8月1日（金）午前10時～
令和7年8月7日（木）午後5時
※但し、購入限度額を引き下げた場合は、未販売分を再度、申込者に期間を延長し販売する。
【２次販売】1次販売で残が出た場合は、令和7年9月1日（月）午前10時～売り切れるまで（予定）※販売額に達した時点で終了

	使用期間
	令和7年8月1日（金）～令和7年12月31日（水）23時59分

	販売方法
	販売額を超える予約申し込みの際は、抽選による
＜1次販売＞令和7年8月1日（金）午前10時～
令和7年8月7日（木）午後5時
※当落通知：令和7年8月1日（金）午前10時
※購入限度額を引き下げ、令和7年8月7日（木）午後5時までに未販売分がある場合、再度販売を行う
[bookmark: _Hlk194423648]＜2次販売＞1次販売で残が出た場合は、令和7年9月1日（月）午前10時～売り切れるまで（予定）　

	購入対象者
	1次販売時、糸島市内居住者限定　２次販売時、市外可

	購入限度
	1次販売時、一人あたり5セットまで　※応募多数の場合、一人あたりの購入限度額を引き下げ、応募者全員を当選とする

	使用可能店舗
	事前に申込み、審査後に加盟店舗として登録された糸島市内店舗

	換金手数料
	商工会会員：なし
商工会非会員（大型加盟店舗）：換金額の2％（1円未満は切り捨て）
商工会非会員（中小加盟店舗）：換金額の1％（1円未満は切り捨て）


５ 業務内容 
（1） 担当者の設置 
ア 委託業務の統括責任者を選任すること。 
イ 常に連絡の取れる業務責任者を配置すること。
ウ 委託業務に必要な人員を配置し、トラブル等が生じた場合においても迅速に対応で 
きる体制を構築すること。
エ 本会、加盟店舗等との連絡調整を緊密に行うこと。
オ 詳細なスケジュールや実施内容等を記載した事業実施計画書を作成し、本会の承認
を受けた上で運営業務を統括すること。
カ その他必要な業務を行うこと。

（2） 【電子商品券】の作成
ア 電子化された商品券の発行、流通、決済、管理が実施可能であること。
イ 電子化された商品券が共通券・専用券をセットで販売できること。
ウ コンビニエンスストア・クレジットカード等で購入できる電子商品券を発行すること。
エ モバイル端末（スマートフォン等）を活用した発行・決済等ができること。
オ 1 人（1 端末）あたりの購入制限が設定できること。
カ 対象者のみ、購入可能なシステムを構築し、適切な運用ができること。
キ 加盟店舗に対する支払い事務（精算処理）を行なうためのデータ抽出等が可能であること。
ク 本会が必要とするデータ（使用実績、加盟店舗への振込状況など）が随時確認できること。
ケ 【電子商品券】が完売するまで販売努力を行うこと。
コ システムに対するウイルス等の不正侵入、個人情報を含む内部情報の流出等セキュ
リティ対策等を万全に行なうこと。
サ なりすましを防ぐため、SMS 認証を利用する等、二段階認証を行なうこと。 
シ その他提案によること。

（3） 商品券事業の広報 
ア 効率的・効果的な広報計画を定め、商品券完売に向け商品券事業をステッカー、チラシ、ポスター、のぼり旗等により広く周知すること。
イ 加盟店舗等の募集について、本会と連携し効果的な広報を計画・実施し広く周知すること。
ウ 効果的な広報の実施に際し、【電子商品券】に共通券・専用券の用途があること
を説明し、必要となる制作物の作成などを用途別に応じて実施すること。
　　エ 消費者にとって、分かりやすい加盟店検索システムを構築すること。
オ その他提案によること。

（4） 加盟店舗の対応
ア 商品券取り扱いに関する加盟店舗向け説明会を令和7年６月中旬から7月下旬にかけて２回以上開催すること。開催にあたってはオンライン等での実施も検討すること。なお、開催日程・場所等は本会と協議すること。
イ 加盟店舗の募集は、商品券使用開始後も随時行ない、必要に応じて追加の説明会を開催するなど、加盟店舗が参加しやすい対応を行なうこと。
ウ 加盟店舗は共通券・専用券が区別できるよう登録し、随時一覧を更新すること。また、一覧に記載する項目は、事前に本会と協議の上、決定すること。
エ 加盟店舗の検索は、カテゴリー別・券面別の絞り込みやキーワード・地図上での検索が出来るなど消費者に分かりやすい仕組みとすること。
オ 加盟店舗の登録の際に、店舗又は団体等が商品券の使用に伴い実施されるサービス等があれば併せて把握し、本会が指示する場合は一覧に登録するとともに周知を行なうこと。
カ 加盟店舗にかかる決済用QRコード、加盟店舗ステッカー、ポスター、のぼり旗（大型加盟店舗と中小加盟店舗が区分できるデザインにすること）、運営マニュアル及び Q&A 等を作成し加盟店舗へ配布すること。加盟店舗への配布物は、共通券・専用券の使用の可否が分かるように表記すること。
キ 運営マニュアル等は、換金手続きの方法や加盟店舗等の遵守事項、違反事項に対する登録取消しなど、加盟店舗の事業者に分かりやすい内容とすること。
ク 運営マニュアル等により、加盟店舗に対し事業内容・運営方法を適切に説明し、本事業を十分理解してもらうこと。
ケ 問い合わせに対して、誠意ある丁寧な対応を行うこと。
コ その他提案によること。

（５）消費者への対応
ア 問い合わせに対して、誠意ある丁寧な対応を行うこと。
イ 対応マニュアル等を作成し、一定の基準を持った上で対応を行うこと。
ウ その他提案によること。
（６）コールセンター業務
ア 電話による問い合わせ専用のコールセンターは、消費者の申し込み開始（令和7年7月1日）から商品券使用終了後２週間（令和8年1月14日）まで年中無休（年末年始12月29日～1月4日を除く）で設置し、消費者や事業者からの問い合わせの対応を行うこと。
イ コールセンターの開設時間は、消費者及び加盟店舗の利便性に配慮すること。
ウ オペレーター業務を行うために必要とされる能力を有する人材を配置し、運営マニュアル等を作成し、あらゆる問い合わせに対して誠実に対応すること。また、マニュアル等は、問い合わせ内容及び本会からの要請により随時更新すること。
エ 苦情等については、特に慎重に対応することとし、苦情の処理にあたっては、その対応方法について、本会に速やかに報告すること。
オ 個人情報に関する問い合わせに関しては、特に慎重に対応すること。
カ その他提案によること。

（７）商品券の販売
     ア 購入希望者全般に公平性を確保し、スマートフォン等による購入申込後、抽選販売とすること。
     イ 公正な抽選のできるシステムを開発し、適切に抽選結果の通知を行なうこと。抽選は、購入希望者全員に購入希望冊数の総数に応じて一定の購入可能冊数を平等に配分する方式とすること。
     ウ 商品券販売時に発生する手数料等は本契約に含めることとし、購入者はこれを負担しない。
     エ 購入者がコンビニエンスストアでの入金やクレジットカード決済等により購入（入金）できること。
     オ 決済事業者等と委託契約を行なう場合は、別途受託者が行うこと。
 　　カ その他提案によること。

（８）商品券の換金 
　　 ア 毎月５日、１０日、１５日、２０日、２５日、末日を締日とする。
　　 イ 締日の０時に未換金額を集計し、全加盟店舗共通券、中小加盟店舗専用券の合計
未換金額が１万円以上の場合（但し、末日は1円以上の場合）には、未換金額を、原
則３営業日後に、指定された口座へ振り込むこと。　
ウ 換金期日について、加盟店舗へ周知を行うこと。
 　　エ 換金業務を完了するまで商品券の売上金等を加盟店舗毎に適切に管理すること。
　　 オ 換金する際は、振込一覧表等を作成し、加盟店舗ごとの換金金額を事前に本会へ報告すること。
カ 未換金額及び換金状況については、店舗ごとの店舗管理画面等を設け、加盟店舗が随時確認できるようにすること。
 　　キ 換金に係る振込手数料は、本契約に含めるものとし、加盟店舗はこれを負担しない。
 　　ク 本会非会員については、本会が定める換金手数料を差し引いて換金すること。換金手数料の領収書は、下記いずれかの方法を用い、加盟店舗に明示すること。
a） 加盟店舗が管理画面等から取得
b） 受託者が郵送にて加盟店舗へ送付
 　　ケ 換金手続きについては適正に対応できる方法とすること。
 コ 消費者の未使用などにより、未使用商品券が存在した場合はその相当額を本会へ返還すること。
 サ 換金時において精算金額と振込金額に相違があった場合、原因究明を行い、責任を持って対応すること。
 　　シ 換金期間終了後、使用済商品券及び未使用商品券（換金額含む）を集計し、集計結果と換金の証拠書類を付して報告書として本会に提出すること。
 　　ス その他提案によること。

（９）データ管理
 　　ア 業務に伴い収集、作成したデータについて適切に管理すること。
 　　イ 換金業務の他、円滑な事業実施に必要なデータを作成すること。
 　　ウ その他提案によること。

（１０）効果検証
 　　ア 業務完了後は、業務に伴い収集、作成したデータについての分析（考察を含む）及び本事業の投資効果検証ができるようにすること。
 　　イ 投資効果の検証方法を企画提案すること。

（１１）デジタル地域商品券普及啓発事業
　　ア 新規加盟店舗（令和6年度加盟店舗を除く）を50店舗以上登録すること。別途委託
費（上限100万円）を請求することができるものとする。
イ 消費者の予約申込期間（令和7年7月1日（火）午前10時～令和7年7月25日
（金）午後5時（土日祝を除く））及び1次販売期間（令和7年8月1日（金）午前
10時～令和7年8月7日（木）午後5時（土日祝を除く））は、本会に対応窓口（9時
～17時）を設置し、2名以上を配置すること。デジタル地域商品券普及啓発事業とし
て別途委託費（上限100万円）を請求することができるものとする。

６ 事業スケジュール（予定） 
あらかじめ本会と調整したスケジュールにより、適切に事業を管理・実施すること。
 （１）加盟店舗の募集 令和7年4月上旬 ～ 
 （２）商品券の作成 契約締結後 ～
 （３）商品券事業の広報 契約締結後 ～ 随時
 （４）コールセンター業務 令和7年7月1日 ～ 令和8年1月14日
 （５）商品券の予約受付期間 令和7年7月1日（火）午前10時～
令和7年7月25日（金）午後5時
（６）商品券の抽選 令和7年7月30日（水） 
 （７）商品券の販売 
＜1次販売＞令和7年8月1日（金）午前10時～令和7年8月7日（木）午後5時
まで
※購入限度額を引き下げ、令和7年8月7日（木）午後5時までに未販売分が
ある場合、再度販売を行う
＜2次販売＞令和7年9月1日（月）午前10時～売り切れるまで（予定）
（８）商品券の使用 令和7年8月１日（金） ～ 令和7年12月31日（水）
 （９）商品券の換金 令和7年8月8日（金） ～ 令和8年1月7日（水）（予定）

７ 数値目標
 予定数値目標は次のとおりとする。ただし、状況により別途本会と協議し、変更する場合がある。
	項目
	数値目標
	備考

	【電子商品券】
	20,000セット
	１セット（共通券5,000円・専用券8,000円）

	加盟店舗数
	650店舗
	

	加盟店舗用マニュアル
	650部
	

	消費者向け広報
	
	チラシ・ポスター・インターネット広告など、企画書に記載してください。

	加盟店舗説明会実施
	2回以上及び動画配信等
	

	加盟店舗掲示用広報物
	650セット
	ステッカー・ポスター・のぼり旗など、セット内容は企画書に記載してくさい。

	コールセンター設置
	
	消費者の申し込み開始（令和7年7月1日）から商品券使用終了後２週間（令和8年1月14日）まで年中無休（年末年始12月29日～1月4日を除く）

	商品券の換金
	月6回
	令和7年8月８日 ～ 令和8年1月7日



８ 成果物の納入
 納入する成果物と納入期限は次のとおりとする
	成果物
	納入期限
	納入部数

	委託業務実績報告書
	令和8年1月23日
	１部＋電子データ

	効果検証報告書
	令和8年1月23日
	１部＋電子データ

	参加店舗データ
	随時
	―

	販売データ
	随時
	―

	コールセンター対応記録
	随時
	―

	換金データ
	随時
	―



９ 検査
 （１）受託者は、本業務を完了したときは速やかに本会に報告するものとし、完了検査を受けるものとする。
 （２）受託者は、自らの責に帰すべき理由による成果物の不良個所等が発見された場合は、速やかに訂正又は補足及びその他の処置を執るものとする。

１０ 再委託
（1） 受託者は、事務事業のうち専門業者に発注した方が効果的に実施できる事務がある場合、再委託できるものとする。その場合、事前に本会の承認を受けなければならない。
（2） 再委託を行なう場合、必ず再委託先の事業者と個別に契約を交わし、商品券を取り扱う業務においては、盗難・紛失、滅失等が発生した場合の責任の分担を予め取り決めておくこと。
 
１１ 委託料の支払い
（1） 委託料の支払い方法は契約時に本会と受託者が協議の上、決定する。
（2） [bookmark: _Hlk132037420]発行管理運営業務の委託料上限額は24,000千円（消費税及び地方消費税を含む）とする。
（3） デジタル地域商品券普及啓発事業の委託料上限額は2,000千円（消費税及び地方消費税を含む）とする
１２ 調査等
本会は、必要があると認めるとき、受託者に対して本業務の処理状況について調査し、又は報告を求めることができる。この場合において、受託者はこれに従わなければならない。


１３ 業務の適正な実施に関すること
（1） 守秘義務等について
受注者は委託業務の遂行上知り得た情報を受託業務遂行の目的以外に使用し、または、第三者に提供してはならない。本業務の契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
（2）  個人情報の取り扱いについて 
別記「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。
（3）  著作物の譲渡等について
 　　ア 受託者から引き渡しを受けた成果物に係る著作権（著作権法第 27 条及び 28 条に規定する権利を含む。以下同じ）は、発注者に帰属するものとする。ただし、受託者が権利を有する著作で、予め受託者が明らかにするものを除く。
     イ 納入される成果物について、第三者が権利を有する著作物（以下「既存著作物等」という。）が含まれている場合には、受託者は、当該既存著作物等の使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約が生じた場合は、受託者の責任において処理するものとする。 

１４ その他留意事項
（１）受託者は、本会と連絡調整を充分に行い、円滑に業務を実施すること。
（２）受託者は、事業目的の達成に向けて本業務の運営者として当事者意識を持ち、自主的に業務に取り組み必要に応じて本会に報告・連絡・相談を行うとともに、その指示に従うこと。
（３）受託者は、当該委託業務上発生した障害や事故については、大小にかかわらず本会に報告をし、指示を仰ぐとともに、早急に対応を行なうこと。
（４）受託者は、糸島市内事業者への発注に努めるものとする。
（５）受託者は、委託料積算の際には、執行量に応じて経費が変動するもの（例：印刷費用、振込手数料、販売手数料など）については、実績に応じて必要経費を支払う方式（実績に応じた積算特約を付す方式や、単価契約など）を用いること。なお、やむを得ず実績に関わらず、当該必要経費見込み額を支払う方式により積算する場合には、 過去の類似資料から推定される見込み数量に一定の率を乗じるなど、極めて慎重な方法により、見込み数量が過大でないことを説明できるようにすること。
（６）本仕様書に定めのない事項又は本仕様書について疑義の生じた事項については、本会と受託者が協議して定めるものとする。
（７）本仕様書記載の委託業務の内容については、実施段階において変更する場合は、本会と受託者が協議のうえ行うものとする。





〈別 記〉　　個 人 情 報 取 扱 特 記 事 項

 （基本的事項）
第1条 受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に係る業務（以下「業 務」という。）の実施に当たっては個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。

（秘密の保持）
第2条 受託者は、業務に関して知り得た個人情報（個人を対象とする情報で、個人を特定することができるものをいう。以下同じ。）を他に漏らしてはならない。業務が終了し、又はこの契約を解除された後においても、同様とする。

 （収集の制限）
第3条 受託者は、業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により行わなければならない。

 （個人情報の目的外利用及び提供の禁止）
 第４条 受託者は、本会の指示又は承認がある場合を除き、業務に関して知り得た個人情報 を契約の目的以外のために利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（適正管理）
 第５条 受託者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、毀損及び滅失の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（複写又は複製の禁止）
 第６条 受託者は、本会が承認した場合を除き、業務を行うために本会から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

（再委託の禁止）
 第７条 受託者は、業務に関して知り得た個人情報の処理を自ら行うものとし、本会の承認がある場合を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。 

（資料の返還等）
 第８条 受託者は、業務を処理するために本会から引き渡され、又は受託者自らが収集し、 　若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後、速やかに本会に返還しなければならない。

 （従事者への周知等）
 第９条 受託者は、業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても業務に 関して知り得た個人情報を他に漏らし、又は不当な目的に使用してはならないことその 他個人情報の保護に関し必要な事項を周知しなければならない。 

（実地調査） 
 第１０条 本会は、必要があると認めるときは、受託者が業務を行うために取り扱う個人情報の状況について、随時実地に調査することができる。

 （指示及び報告等）
 第１１条 本会は、受託者が業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、 受託者に対して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。

 （事故発生時における報告）
 第１２条 受託者は、業務を行うために取り扱う個人情報の漏えい、滅失、毀損等があったときは、直ちにその状況を市に報告し、及び本会の指示に従わなければならない。
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